
1

橋梁設計の荷重

Dr. Hiroshi TANAKA
Yoshida-Gumi Co.Ltd



2

目次

• 死荷重

• 活荷重

• 風荷重

• 地震荷重



3

• 死荷重とは橋梁構造物の自重であり、材料の単位重量をγ、
また部材断面積をAとすると、単位長さ当たりの死荷重強度wdは、

(2.1)
で与えられる。

• スパンが長大となると、所要断面積Aが大きくなり、したがって死荷重
強度wdも増大する。そして、構造物の全荷重のうち死荷重の占める
割合が増大し、ある限度以上の長大化が不可能になってしまう。この
ためには単位重量γが小さく、しかも高強度で部材断面積Aを小さく
できるような材料を開発ことや、構造形式の合理化を行うことが重要な
課題である。

死荷重
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• 一般に与えられた設計荷重に対して耐えうる支間長には、あ
る限界値 lgが存在するといわれており、σBを材料の破壊強
度、またαを構造形式によって定まる係数とすれば

(2.2)

で与えられる2.1).
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材料の種類
単位重量

γ(tf/m3)
破壊強度

σB(kgf/cm2)
σB /γ値

(km)

鋼 SS 400
鋼 SM 490
鋼 HT 80

7.85
7.85
7.85

4,100
5,000
8,000

5.2.
6.35
10.0

アルミニウム合金

チタン合金

2.8
4.4

4,300
13,300

15.4
30.2

普通コンクリート

軽量コンクリート

2.2
1.8

300
300

1.36
1.67

ポリエステル 1.3 600 4.65

様々な材料のσB /γ値
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鋼重とスパンとの関係
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活荷重

• T荷重・・・1台の自動車荷重を想定

床組設計の設計に使用する

• T-２０・・・後輪（２ｘ８ｔｆ）、前輪（２ｘ２ｔｆ）

車軸間隔４ｍ

・ TT-４３・・・臨海工業地帯に近い海岸道路
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自動車自重と発生頻度
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TT-４３の根拠

• Log P＝ １．１７６ （前図参照）

• P＝１０１．１７６＝１５．０ ｔｆ

• 標準偏差 Logσｐ＝0.151

• LogP＋３ Logσｐ＝１．５２８

• これより、起こりうる最大荷重＝１０１．５２８

＝42.8＝４３ｔｆとなる
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L荷重

• L荷重は単純な荷重系で置き換えられる

• P＝１５ｔｆ ｐ＝３５０ｋｇｆ／ｍ２

• 車頭間隔 ７ｍの時の上限値
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等価等分布荷重
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実際の交通量調査

• １ｔｆ 以下の荷重が多いので低減できる

• 2車線（5.5ｍ以下）には、L荷重を100％

それ以外には５０％を載荷
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活荷重 L＞５００ｍ

ここに、
P : 単位橋長さ当たりの活荷重(kgf/m)
n : 車線数 (ただし、 n>4)
p : 1車線当たりの活荷重 (kgf/m/車線)
l : 支間長 (m)

(2.3)1~2
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活荷重の動的効果
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で示される(       ). ここに、

であり、pを固有円振動数(rad/sed)、またhを減衰定数(無次元量)と呼んで

いる2.6)~2.8) . たとえば、単純桁の場合で、曲げ剛度をEI、単位長さ当たりの

死荷重強度をwd、そしてスパンをlとすれば、Rayleighの方法によると、質量Mは、

である。また、ばね定数Kは

であるので、固有円振動数pとしては、

が得られる。ここに、g=980cm/sec2(重力加速度)である。

(2.5)1~2

(2.6)

(2.7)

(2.8)
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• このpを用い、次式で求められるものを固有振動周期T(sec)と呼んでおり、
構造物の振動特性を知る重要な手がかりを与える。

• 図2.6は代表的な橋梁についての固有振動周期Tの概略値を示したおも
である。

各種橋梁の固有振動周期

(2.9)
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• 橋梁に作用する強制力F(t)の代表的な場合として、

なる周期力(円振動数ω(rad/sec)で強度F0)が作用する場合について

動的たわみ を求め、これと静的たわみyst= F0 /Kとの比を動的

倍率DAF(Dyanamic Amplificaion Factor)、すなわち静的たわみに乗ずべき

係数として示せば、次のように書くことが出来る。

上式より明らかなように、構造物と外力との振動数が一致する

ω=pの場合、共振現象が起こり、

となるから、減衰定数hが小さいほどDAFが大きくなることがわかる。

(2.10)

(2.12)

(2.11)
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振動解析のための連行荷重
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桁橋の動的たわみの一例
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• このような理論的解析によって、道路橋仕方書では、DAFを、

と定めている。ここに、imは衝撃係数と呼ばれている。

従って、動的効果を含めた応力は、活荷重を静的に載荷した
場合の応力に、係数(1+im)を乗じて求めることになっている。
ここに、スパンLは構造形式に応じてとることになっている。

しかし、一般に、スパンLが大になると(1+im)≅1にあるので、

長大橋では、活荷重の動的効果が小さいと考えてよい。

スパン
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風荷重

• 風は風向と風速によって決まる

• 時間的・空間的に変動する

• 風は、平均値と変動値の和として下記となる
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風速の時刻変化
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• 及び はそれぞれ地上10m、及びZ(m)のところにおけ
る平均風速である。

(2.15)1~2

風荷重の強度
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地表の凹凸による指数p値

地表の状況 p 値

開けた水平

開けた平地

森林地帯

市街地

1/7
1/6
1/35
1/25
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高さによる割り増し係数
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抗力係数PDと揚力係数 PL
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• ここに、

ρ : 空気密度(=0.125kgfㆍsec2/m4)
A : 構造物単位長さ当たりの鉛直投影面積(m2/m) 
B : 構造物の幅(m) 
CD, CL : それぞれ抗力、及び揚力係数

抗力係数PDと揚力係数PL

(2.16)1~2
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単一部材のCDとCLの値(ASCEによる)



29

• 地震による振動は工学的に水平加速度 と

鉛直加速度 によって評価できる。いま、これを

重力加速度 g(980cm/sec2)で無次元化し、

とする。

(2.19)1~2

地震荷重
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• 合力Rと鉛直軸とのなす角φを求めると、

となる。ここで、上式のkを合震度という。

(2.20)
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• 次に、構造物の幅がbで、高さがhの場合、

HとWとの合力Rが低側面の点Cを通る時、この点まわりの

モーメントの吊り阿智はΣMc=0となり、

構造物は転倒しない。このような条件は、

(2.22)
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• 基本水平振度khを次式によって求めることになっている。

ここに、

k0 = 0.2 : 標準設計震度

cL ; 地域別補正係数

cG ; 地盤別補正係数

cI ; 重要度別補正係数

(2.23)

震度法 （日本道路橋示方書・耐震設計編）
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• 地域別補正係数CLは過去の地震記録を分類して

全国をA、B及びCの3個のブロックに分け、

それぞれに対し1.00、0.85及び0.70の係数を考えている。

また、重要度別補正係数CIは国土と主要地方道のようなもの
に対して1.0、他は0.8をとっている。

地域補正係数 CL
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地盤補正係数 CG

地盤種別 岩盤
地盤の特性値

TG (sec) 係数 CG

Ⅰ種 岩盤 TG < 0.2 0.8

Ⅱ種
Ⅰ種及びⅢ種地盤に属
さない洪積、及び沖積地
盤

0.2 ≦ TG < 0.6 1.0

Ⅲ種
沖積地盤のうち軟弱地
盤

0.6 ≦ TG 1.2
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• 設計震度kはきほん水平振動khに構造物の動的特性を考慮して、
次の式によって算定することになっている。

k=cTkh

地盤補正係数 CG

(2.24)



37

橋脚の振動モデル
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• Rayleigtの方法によって固有振動周期T(sec)を求める

次のようになる。

(2.25)
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(2.26)1~3
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地震力の載荷方法
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摩擦機構 支承の種類 摩擦係数

ころがり摩擦 ローラー及びロッカー支承 0.05

すべり摩擦

ブッ素樹脂支承板支承

高力黄銅鋳物支承板支承

鋳鉄の線支承

鋼の線支承

0.10

0.15

0.20

0.25

可動支沓の摩擦係数
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• 図2.17(a)に示す構造物の固定端が、 水平方向の振動zを
受けた場合を考えた。この構造物は近似的に図2.17(b)に示す

ように、質量M(=33wl/140g), ばね定数K(=3EI/l3)、及び

減衰係数Cをもつ振動体に置換できる。

動的耐震設計法
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• 上端における変位xに関する運動方程式をd’Alembertの原理より導くと、

となる。

ここで、変位xと振動zとの差、すなわちy=x-zなる相対変位で示し、

式(2.5)の記号を用いて整理すれば、

と示すことができる。

(2.27)
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• 上記式の積分の最大値、すなわち

を求めると、Svは速度の次元をもち、地震の最大加速度 、

構造物の固有振動周期T、及び減衰定数hの関数として与えられ

る。そのため、そのSvを地震の応答速度スペクトルと呼んでいる。

(2.28)1

(2.28)2
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• すると、相対変位yの最大値と絶対加速度 の

最大値は応答速度スペクトルSvを用いて、次のように示される。

したがって、構造物に作用する地震力は、

より算出できる。次の図にはSv、Sd、およびSaと周期Tとの

模式的な関係を示す。

(2.29)1~2

(2.30)

応答変位スペクトル

応答加速度スペクトル
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各スペクトルの特性
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応答速度スペクトル



48

応答加速度スペクトル
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結 論

• 設計に使用する荷重がどのように定められたか知
ること

• 時代と共に活荷重は、交通手段と共に変化する

• 風荷重も、非常に大きな台風が来ると変更すること
がある

• 地震荷重も、同様に、前代見聞の地震が来て被害
を受ければ改定される

• （例：阪神大震災 中国：四川大地震）
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